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ご挨拶
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クロス・カントリー（CROSS - COUNTRY）とは

　ＪＡ都市農村交流全国協議会の会報誌「クロス・カントリー」の第17号を発行する運びとなりました。
　今号は、昨年度開催した「令和６年度ＪＡ都市農村交流全国協議会 情報・意見交換集会」及び「令和６年度
都市農村交流特別研修・婚活支援セミナー 」の内容と、「令和６年度ＪＡ都市農村交流全国協議会　都市農村
交流優良活動先進地視察・研修会／ＪＡ大井川管内訪問」等をご紹介します。

ＪＡ都市農村交流全国協議会事務局

本誌のタイトル「クロス・カントリー」は創刊号で募集し、会員様からいただいた応募作品です。愛称は「クロカン」。
命名の趣旨は、単語そのままが思いです。カントリーは田舎をイメージすることが多いのではないでしょうか。または母国や故郷が

イメージできる言葉でもあり、国産農産物や地産地消、地域食文化と馴染みやすい言葉です。
　そのカントリーを縦横無尽に結びつけ、人の交流、ものの交流を有益に繋げることを意味しました。本来は、オリンピック種目にも
あるように、アップダウンある野山を一歩一歩踏みしめて進むことであり、農山漁村風景そのものをさしています。

表紙写真提供：左上から時計回りに、ＪＡ糸島／ＪＡさいたま／ ＪＡ菊池／ Perma Future ／ 全国農協観光協会／ ＪＡさいたま
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  開会の挨拶
ＪＡ全中 ＪＡ改革・組織基盤対策部 加藤 純 部長　

本日はご参加いただきありがとうございます。第 30 回ＪＡ全国大会決議では「協同組
合の強みをいかすため協同活動と総合事業を好循環させていくこと」を今後 3 カ年のキー
ワードとして掲げました。

本日の情報・意見交換集会では、いかに組合員や地域の方と接点を持ち、活動を推進し
ていくかがポイントになります。農業には、田植えや収穫などイベントのタイミングがあ
ります。そうしたイベントを活用して多くの都市部の方と農村部の方に交流をしていただ
くかということが大切です。ゼロから企画を立ち上げるよりも、ぜひこのＪＡ都市農村交流全国協議会の
仲間にご相談いただき、交流の輪が広がり、「協同活動と総合事業の好循環」を進めていただければと思っ
ております。今回の集会を、少しでも皆様の活動の参考にしていただければ幸いです。

  情勢報告
ＪＡ都市農村交流全国協議会・事務局より　

平成 21 年の第 25 回ＪＡ全国大会決議をふまえ「農村の活性化ならびに都市住民の農業・農村への理解
を促進すること」を目的に、ＪＡ都市農村交流全国協議会は平成 22 年に 26 団体で設立されました。ＪＡ
を中心として、現在ではＪＡ全国機関や大学も含めて 114 団体で運営されています。
「まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136 号）」が施行されて、2024 年で 10 年になります。

この法は、地方における経済の活性化、人口の減少対策、地域の魅力向上、働き方改革による多様な就業
機会の創出などを目的として施行されました。その中で都市部と地方のつながりを築き、地方へ人の流れ
をつくる「関係人口」という言葉も誕生しました。

テレワークの普及や多様な働き方などを背景に、豊かな自然やゆとりのある生活を求める「田園回帰」
の流れもみられます。このような中で、関係人口の増加に向けてデジタルも活用しつつ進めていく方向が
2023 年 6 月、内閣官房のデジタル田園都市国家構想実現会議にも明記されました。

令和 6 年 10 月 18 日に開催した第 30 回ＪＡ全国大会のスローガンは「組合員・地域とともに食と農を
支える協同の力〜協同活動と総合事業の好循環〜」です。その中で都市農村交流や食農教育などをまとめ
たＪＡくらしの活動の目的は、「地域社会の活性化・地域共生社会の実現」と「価値観を共有する仲間づくり」
としています。ＪＡの都市農村交流企画は「学ぶ・体験する・働く」ことによる接点を活用し、人流を創
出して地域活性化につなげ、農業やＪＡへの理解者を増やし仲間づくりへつなげます。

スマート農業の推進など「効率化」を図りつつ、新規就農者や事業承継など「長期的な人材対策」とともに、
「短期的な外部労働力の対策強化」が喫緊の課題です。援農ボランティアなどが、ひとつの受け皿になる可
能性があると思われます。

令和 2 年度に挙げたＪＡグループによる短期的な労働力確保の取り組み方針は、「農作業受委託」「職業
紹介事業」そして「援農ボランティア」の活用です。援農ボランティアが世代を問わず交流のきっかけとなり、
農業の理解や関係人口の創出につながる取り組みとして定着・発展するよう、ＪＡ都市農村交流全国協議
会としても引き続き期待していきたいと思います。

  全国連会員の取り組み①　地域共創事業について
株式会社農協観光 地域共創事業部 地域共創事業課 前場 大樹  課長　

農業体験から就農まで、農業との関わりを段階的にまとめると、株式会社農協観光はス
タート部分の食農教育やグリーンツーリズム、農泊など都市農村交流分野に注力しており、
農業に関心のあるライト層へのきっかけづくりとしての企画を提供しています。昨年度か
らは「労働力応援事業課」を作り、援農ボランティア分野にも積極的に取り組んでいます。
さらにＪＡ全農の「91 農業（生活に 1 割分の農業を加える）」にも共感し、人手不足の生
産現場を支援していきます。

協議会活動報告　令和６年度 ＪＡ都市農村交流全国協議会 情報・意見交換集会 (2025.02.14. web. 併催 )

＊所属・肩書き等はご講演当日のものとさせていただきます。
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各都道府県庁が行う就農のインターンシップ・モニ
ターツアーや、農水省の新農業人フェアの事業委託を
受け、就農イベントの支援などもしています。

また、コロナ禍では密を避けるためバスで行ってい
た収穫体験ツアーを、マイカー企画に切り替えたとこ
ろ大変好評でした。家族単位で行う「ドライブラリー」
です。直売所をスタートし、農園で収穫体験を楽しみ、
昼食後に同じ直売所に戻り買い物をしていただきま
す。昨年度は 8,000 名以上が参加されました。

コロナ休催を経て「こども村」も再開し、教育旅行分野でも、林間学校や修学旅行を通じて農山漁村地
域に泊まっていただける企画をご提案しています。インバウンドも、来訪人数・消費額とも伸びており、
今後はできる限り農山漁村地域への誘客を実行してきたいと思います。

一方で、異業種との連携では、2022 年から日本航空と業務協定を結び、兵庫県のＪＡたじまや愛媛県
のＪＡおちいまばりと、移動に航空機を利用した農業体験や食の体験を商品化しています。またＪＡＬ社
員の方々に援農プログラムを体験していただく連携も進めています。

行政との連携では、自治体のほか、地元ＪＡ、観光協会、飲食組合などと面的な協議会を結成することで、
負担を分散した形で食と農のプログラムを作り、そこに送客させていただいております。

人手不足に悩む農家に、農業に関心のある学生・企業等をマッチングするという活動が「ＪＡ援農支援隊」
です。有償ではなく無償のボランティアだから参加したい、参加できるという一定のニーズが確実に存在
しています。ＪＡ大井川の事例を含め、岩手県のりんどう、静岡県のみかん、福島県のトマト、沖縄県の
パイナップルなど、全国 75 カ所に 1,500 名以上（令和６年１月時点）を派遣しています。

集客は、今まで参加された 1,300 名以上が登録している「アグリ人材バンク」を活用し、若者向けには
インスタグラムが非常に有効であり、一定の効果を出しています。

このような企画の推進に際し、農協観光ではＰＤＣＡ（Plan：体制整備、Do：コンテンツ開発／情報配信・
販売、Check & Action：分析と対策）でご支援するプログラムを活用しています。

今後も関係人口づくりや農業支援につながる企画の実践を続けてまいります。

  全国連会員の取り組み②　「ふるさと倶楽部」事業について
一般社団法人 全国農協観光協会 事業部 地域振興・活性化事業 第１グループ 神田 孝一 グループ長　

全国農協観光協会では「農・食・人」をキーワードに、都市農村交流、教育研修、地域
交流支援、広報調査研究、日本農業検定の 5 事業を行っており、中でも地域活性化及び交
流人口の拡大に向けて体験交流企画を実施する「都市農村交流事業」をメインに展開して
います。

都市で生活する人たちに、農山漁村に「行って応援」「知って応援」してもらう機会を設
ける目的で 1988 年に、「ふるさと倶楽部」事業を立ち上げました。

会員構成は、令和 7 年 1 月現在で約 3,200 名（女性約 2,100 名、男性約 1,100 名）。年齢層は幅広く約７
割が 50 代〜 70 代。東京や大阪など大都市圏の住民が多いのが特徴です。会員へは年４回「ふるさと倶楽部
通信」と「ふれあい」を無料送付しています。

体験交流企画は「快汗！猫の手援農隊」、「田舎暮らし体験」、「田舎でいいね！食育探訪」、「ふるさと体験交流」
の 4 コンセプトをブランド化しています。「快汗！猫の手援農隊」は、収穫の繁忙期などに「ふるさと倶楽部」

会員が無償で農作業のお手伝いをするボランティア企画です。
長野県のＪＡ大北での「うめ〜ずらミニトマト援農隊」では２泊

３日で 10 名が参加し、神奈川県のＪＡはだのでは「カーネーション
片付け隊」を 26 名の日帰りで実施しました。収穫以外に摘果など中
間作業や片付け作業なども行います。昨年度は全国 19 か所 27 企画
を行い、273 名の会員が参加しました。

こうした援農企画で日本農業を守り、農山漁村地域の発展の一助
となる事業を行ってまいります。人手不足の解消などにお問い合わ
せ、お声がけいただければ幸いです。
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  講演①　農業ワーケーション「ののの」の取り組み
株式会社 Perma Future 代表取締役 池田 航介 氏　

Perma Future という会社を立ち上げ、2023 年 7 月から「No 農 No Life」、略して「ののの」
というサービスを行っています。2023 年にアグベンチャーラボの第 6 期ＪＡアクセラレー
タープログラムに採択されました。明治大学農学部を経て、現在は北海道大学の大学院生
です。

大学時代に全国 50 カ所以上の農家を巡り、労働力不足や人口減少、地域自体の存続の
危機を目の当たりにしてきました。コロナ禍の中で、ある農家に「午前中は農業のお手伝
い、午後はオンライン授業を」という働き方を提案しました。これが半農半Ｘ型の農業ワーケーションのサー
ビス「ののの」誕生のきっかけになりました。半日は農業や酪農を手伝い、残りの半日は観光や仕事など
自由に使えるサービスです。

受け入れ農家は参加者 1 日 1 人につき 550 円の利用料を「ののの」に支払い、参加者用の宿泊場所を用
意します。参加者は 1 泊から 2 週間までなら一括 7,700 円を「ののの」に支払います。参加者は 20 代・
30 代が中心で学生が全体の 33％ほどを占めます。簡単な作業をお願いするライトな労働力支援が基本で
す。約 1 年半で累計約 500 人が参加し、沖縄から北海道まで約 100 件の農家さんと提携することができ
ました。

ＪＡ新おたるとは「ミニトマトの収穫」を 3 名で行う実証実験を行い、ＪＡ新いわてとは「りんどうの収穫」
を 2 名で行いました。

山梨県のトウモロコシ農家への参加者は、後に同地に移
住されました。１年間で約 5 人が移住され、「ののの」利用
者に「お試し移住」の傾向があることがわかりました。「農
への敷居を限りなく低くする」という理念を掲げ、４年後
に登録数 1,000 件、利用者数６万人を目指します。地域に
は経済効果を、農家にとっては一次産業の活性化となり、
今後も関係人口創出と移住促進につながる活動をつづけて
いきます。

  講演②　「ＪＡ糸島女性部　食の支援活動」
糸島農業協同組合 営農部営農企画課 岡﨑 伸子 考査役　

第４回ＪＡ都市農村交流優良事例表彰で最優秀賞を受賞させていただいた福岡県のＪ
Ａ糸島女性部の「食の支援活動」について発表させていただきます。

ＪＡ糸島の女性部は、部員数 3,949 人（2023 年 3 月時点）。食の支援活動をするきっ
かけは、新型コロナウィルスの蔓延でアルバイトに行けず、家賃などを払うために食べる
ことを節約しすぎて大学生が体調をくずす、という話を聞いたことに始まります。「家の光」
の「学生の『食』を守る」という記事や農業新聞を読み、女性部の皆さんとコロナ禍でも
できる活動について検討に検討を重ねました。そして、余剰食材などを最寄りのＪＡに届けていただくこ
とにしました。

直売所である伊都菜彩の出荷者や、生産部会、農政連、青年部など多くの農業関係者に相談し、伊都菜
彩のバックヤードにフードパントリー用の支援食材が集まるようになりました。収穫ができず廃棄にな
る野菜などを圃場に行って、職員も一緒に収穫して食材を集めました。地域の豆腐屋は賞味期限間近の
お豆腐を、運送会社の社長さんはトラックを回してくれました。

これまで 6、7 回開催していますが、九州大学で食の支援活
動をしています。1 回 1,000 人ほどの学生が並び、食材を受け
取りに来ます。学内に調理室がないので、調理方法や保存方法
などを女性部の方がその場で説明します。学生から質問される
ので、農畜産物のことを「家の光」などを見て勉強していきま
す。学生と交流することで、食育のとても大切な時間につながっ
ています。
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「いったいどれだけ救われたことか」「命の恩人です」など学生からは、心を打つたくさんの直筆メッセー
ジが届きます。直接声もかけられるので、心の中でうるうる涙が溢れて、また次もやらなければと思って
います。

大学生が自ら農作業の手伝いにも来てくれるようになり、農学部の学生がＪＡのキッズスクールの子ど
ものお世話に来てくれたりしています。

さらに、女性部の学校給食グループの皆さんとＥＭ菌（農業や環境改善に利用される微生物群）の肥料
を作っています。女性部という名称ですが、最近は男性も参加してくれます。男性が手伝ってくると女性
も元気が出て活動が広がります。これからも糸島の愛とパワーをお届けします！

  パネルディスカッション
コーディネーター：株式会社農協観光 地域共創事業部 アライアンス事業課 菅野 恒治 課長

パネリスト：株式会社農協観光 地域共創事業部 地域共創事業課 前場 大樹 課長

一般社団法人 全国農協観光協会 事業部 地域振興・活性化事業 第１グループ 神田 孝一 グループ長

株式会社 Perma Future 代表取締役 池田 航介 氏
糸島農業協同組合 営農部営農企画課 岡﨑 伸子 考査役

菅野：「都市農村交流の魅力」や「ＪＡの役割」などについて、各パネリストの皆様にお聞きします。
ＪＡの「変化」や「効果」そして「参加者」について少しお聞かせください。

岡崎：食材を受け取る方も渡す方も、笑顔になっている。炊飯器を持っていない学生が「ご飯を炊いてみ
ようかな」って。そういう言葉を聞くと食の関心が深まり、つながりが広がったと思います。

池田：「農業×旅行」でもただ観光に来るというわけではなく、圧倒的に農業に関心を持ってくる。農作
業でリフレッシュして、都会からのオアシスとして使われていることが多いという印象です。

神田：地域の人たちとの交流や農村の豊かな自然に非常に魅力を感じている。援農した地域を気に入って
移住されたり、結婚したり。援農を通じて「もう1つの故郷ができた」ということです。

前場：食材が安全・安心、新鮮で美味しくて、それをどんな生産者や組合員さんが作っているのか。そこ
を交流として企画するのも、都市農村交流のすごく大事な役割です。

菅野：都市農村交流活動をする中でなくてはならないＪＡの役割ですが、どんなところが役割発揮で大切
なポイントになるでしょうか。

岡崎：食をつなげ、人と人をつなげ、心と心をつなげる役割をＪＡは担っているなと感じます。ＪＡは、
いろいろなものをつなげるパイプ役になっています。

前場：交流での農業体験でＪＡのベースにあるのは組合員さんとの信頼関係です。ＪＡで対応しきれない
場合は、農泊の協議会や観光協会と連携したりもします。あまりに負荷がかかってしまうと長続き
しないので、それぞれのＪＡの事情に合わせた体制でやることが大切です。

菅野：参加者との接点づくりについて、参加しやすい工夫や連携などは何かお考えでしょうか。
池田：参加者の年齢層によって全然ニーズが変わってきます。半日のお手伝いという仕組みで農への仕切

りを低くしました。一方で、親子などへの対応はこれからです。集客も若者向けには、ほぼインス
タグラムです。ひとりでの参加ではなく誰かと一緒に参加してもらう、紹介を増やしていくような
設計も大事で、紹介割引などいかに人を巻き込むかに注力しています。

神田：面白かった体験は知人・友人に話したくなり、参加者の口コミや紹介が新しい参加者の増加につな
がる。現地での魅力的な交流が次の交流を生む好循環につながります。

菅野：「今後の抱負」や聴講の皆さんへの「メッセージ」などを頂戴したいと思います。
岡崎：今年、防災士資格を取りました。防災と食とを絡めて発展させたいと思っています。
池田：「農への仕切りを限りなく低くする」の理念で、多くの人に農に参加してもらいたいです。
神田：参加者に「もうひとつのふるさと」を感じていただける取り組みを発展させていきます。
前場：交流の時間についてしっかりと場作り、空気づくりができるようにしていきます。それが関係人口

や地域の活性化につながるものと思っています。 
菅野：本日のディスカッションを通じて、皆様の地域での新しい交流や関係作りにつながるきっかけにな

れば幸いです。皆様、ありがとうございました。
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  報告① 協議会活動報告（ＪＡ都市農村交流全国協議会・事務局より）
ＪＡ全中 ＪＡ改革・組織基盤対策部 くらし・高齢者対策課 奈良 千尋 課長

10 月開催の第 30 回ＪＡ全国大会で提起される戦略に「組織基盤強化（ＪＡ仲間づく
り）戦略」があります。関係人口の創出拡大から一歩進め、都市農村交流や食農教育を
接点として、准組合員の加入促進や地域住民との関係づくりに取り組んでいくことを盛
り込んでいます。協議会では、ホームページに活動の情報や研修会セミナーのご案内な
どを掲載しています。研究成果をまとめた「婚活の事例集」も掲載していますのでご活用ください。

助成制度や優良活動事例表彰も実施しています。今後も、本日の婚活支援セミナーをはじめ多数のセミ
ナー研修会を予定しております。詳細はぜひホームページをご覧下さい。

（協議会の設立の経緯等につきましては、P-3「情勢報告」もご参照ください）

  報告② ＪＡグループを取り巻く最新婚活事情
株式会社農協観光 地域共創事業部 アライアンス事業課 梅澤 大助 課長代理

農協観光では、全国で年間約 20 件の婚活イベントを実施していますが、成婚率の向
上には至っておらず、毎回 “ 成婚 ” はゼロに近いのが実態です。

ＪＡの婚活支援が目指す姿として、出会いの場やきっかけづくりも大切ですが、ＪＡ
における婚活支援のビジョン（目的・目標）を描き、企画することが重要です。結婚に
より、農協と次世代との接点は以降 30 〜 40 年続きます。婚活は、農協利用や「接点強化」「基盤づくり」
の根源になる活動のひとつなのです。

東京の４ＪＡ合同の婚活イベントで、ある男性参加者が投票で３人の女性から支持されているにもかか
わらず、それに気付かず本人は他の女性に投票しカップリングできませんでした。自分に向けられた感情
を察することも必要ですが、うまくいく人だけがうまくいけばいいのか。このあたりのアンバランスを
ＪＡの婚活支援ではどう解決していくのか、考えどころではないでしょうか。

ＪＡ千葉みらいとは、イベントだけではなく、昔ながらの「仲人役（おせっかいさん）」を裏方にすえた
提携先の株式会社ＴＭＳと連携し、人的なフォローをサービスに組み入れました。このように、イベント
と並行して、違うやり方やサービスなども今後ご提案させていただこうと思っています。

  特別講演　青年部における婚活事業
全国農協青年組織協議会 洒井 雅博 会長

ＪＡ東京青壮年組織協議会では、結婚するのに苦労した部員の「青年部が中心となっ
て婚活イベントをしよう！」というひと言から「婚活しよう」プロジェクトがスタート
しました。

最初、青年部員からは「参加する女性は職員の身内（青年部担当職員の親戚など）が
多くなる」「参加男性同士が仲間になってしまう」「コミュニケーション能力が低い」「服装に無頓着でダサ
イ」といった課題が寄せられました。これらの解決には、「内面も外見も磨く」「婚活イベントは継続が大切」
となりましたが、青年部だけでは対応が難しい。そこで、結婚雑誌「ゼクシィ」で有名な結婚相談所「ゼクシィ
縁結びエージェント」にコラボ企画を持ち込み、３段階での『自分磨きセミナー』を実施することが実現
しました。

まず、誰でも参加できる「モテ期プロデューサーによる『内面磨きセミナー』」では、講師による会話術、
身だしなみなどが具体的にレクチャーされます。

ここから先は「ゼクシィ縁結び」に入会してもらい、第２段階の『外見磨きセミナー』へ。実際のショッ
プでアドバイスを受けながら服を購入し、ゼクシィが提携している美容院でヘアメイクの後、写真館でプ
ロフィールを撮影。自分の変身ぶりを確認してもらいます。

そして、第３段階のゼクシィ女性会員との「婚活パーティー」へ。農業に興味があるゼクシィの女性会
員が参加して行われます。

今では毎年 10 人程が『自分磨きセミナー』に参加し、内面と外見の自分磨きを行い、自信を持ってパー
ティーに参加することで、２〜３割が成婚に至っています。

結婚後はＪＡの事業利用が増えます。奥さんが通帳をつくり、子どもが共済に入り、住宅ローンも組み
ます。ＪＡには、農家男性が結婚に至れば、新たな関わりが増え、事業利用の伸長につながることを理解

令和６年度ＪＡ都市農村交流特別研修婚活支援セミナー 2024.07.26. web. 併催

＊所属・肩書き等はご講演当日のものとさせていただきます。
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いただくことも大切だと思います。
婚活支援の担当職員も楽しんで活動を支援していきましょう。

  事例発表①　「結婚相談員制度による」婚活支援の取り組み
さいたま農業協同組合 経営企画部組合員組織課 佐藤 賢一 課長

都心から約 15km の首都圏に位置するＪＡさいたまは、９市１町からなり、平成 28
年に６ＪＡが合併し誕生しました。旧ＪＡで行っていた活動を全体で取り組み、各支店
長が推薦し、組合長名で委嘱し「結婚相談員」を配置。お見合いの立ち会いや情報共有
の会議出席など、職員とは違う立場から登録者の背中を押す活動に、職員一同大変感謝
しています。結婚を望む「結婚相談登録者」は男性 86 名、女性 42 名（令和６年現在）です。登録は無料
ですが、ＪＡ事業の一環として男女とも組合員への加入が唯一の条件です。

年２回行う「結婚相談会」が代表的な活動です。男性・女性に分かれ、登録者が結婚相談員と面談します。
プロフィールカードから３名を選び、1 名に絞って結婚相談員を通じてアプローチ、お見合いの日時を決
定します。喫茶店やファミレスなどで、双方の結婚相談員を交え４名で行います。

もう一つは、20 ～ 30 名で開催する「ふれあいパーティー」です。ＱＲコードを掲載したホームページ
やＪＡの広報誌などで募集を行いますが、女性の参加者が少なく集客に苦労しています。

11 年間で成婚は 18 組ですが、ＪＡの結婚相談活動を取り巻く状況は変化してきているように感じられ
ます。マッチングアプリが主流の時代に、お見合いに違和感を感じたり、女性の社会進出やキャリアアッ
プなどで、結婚観のずれからか女性登録者が減少傾向にあります。  

安心・安全で間違いのない身元を保証された出会いを求める組合員を対象に、今できる最善の方法で良
き伴侶を探していく方策について熟慮を重ね、実行に移していくことが重要だと考えています。

  事例発表②　「青年組織を主体とした」婚活支援の取り組み
ハイナン農業協同組合 営農経済部 藤田 健一郎 部長　

ＪＡハイナンは、平成５年に３農協が合併して誕生。温暖な気候に恵まれた日本一の
お茶の生産県・静岡県の中西部に位置しています。青年組織を主体とした婚活事業は、
農家の担い手などを対象に結婚を前提としたイベントを開催し、農業体験を通して若い
世代へ地域農業をＰＲすることにも寄与しています。

これまで６回開催したイベントの流れは、４月に青壮年部通常総会で事業計画承認・協議を行い、９月
頃から素案を検討、10 月からスタッフ打合せを開催し、11 月には内容の大枠・予算などを決定。12 月頃
から告知を開始。参加者取りまとめ、２月の直前打合せを経て、婚活イベント当日を迎えます。

イベントでは、プロフィールカードに名前、年齢、趣味などを記入し「１対１自己紹介タイム」へ。そ
の後はフリートークや、天候や気候に関係なく行えるよう施設栽培されたガーベラやトマト、イチゴなど
の収穫体験。レストランなどに移動して「懇親会」を行います。

直近のイベントでは、懇親会に第１回の企画で結婚したご家族をご招待し、結婚に至るまでの過程や現
在の暮らしなどをインタビューしました。当時ご主人は、最後の懇親会でやっと現在の奥様と話すことが
できたとのこと。「ぜひここで頑張ってください」と後押しの言葉をいただきました。

最後に、男女ともに３人とアプローチカードを交換し、「連絡先交換」をします。
これまで、ほかの団体と連携することでチラシやアイテムづくりなどのノウハウを学ぶことができした。

それをカスタマイズすることで、低予算でも地域にあった手づくりの婚活を企画し、職員のアイデアを活
かしながら、より楽しいイベントにしていきたいと思います。

  事例発表③　「協力会社と連携した」婚活支援の取り組み
菊池地域農業協同組合 総務部企画広報課 永田 雅裕 課長　

ＪＡ菊池は熊本県北東部に位置し、平成元年に８市町村のＪＡが合併して誕生しまし
た。自然豊かで西日本有数の畜産地帯です。しかし、現在ＪＡ菊池管内には世界的半導
体メーカーＴＳＭＣが進出し、雇用問題、地価上昇、地下水の枯渇など農業と工業の共
存共栄が大きな課題に上がっている地域でもあります。

婚活の取り組みは、平成 30 年から全９回開催し、結婚は９組、子供が 14 人誕生しています。
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当初、婚活を始めたいがノウハウがなく、企画や運営などを協力会社のプロに力を借りることにしまし
た。提示されたのは３つ。短時間で低予算だが結びつきが薄い「パーティ型」。数時間かかるがカップル成
立が多い「日帰り体験型」。そして、かなりの予算と時間をかけて結婚前提でスタートする「１泊ツアー型」。
ＪＡ菊池は結婚を目的にしているので、「１泊ツアー型」を選択しました。

20 代～ 40 歳の女性 10 名をＳＮＳやフリーの情報紙などを使って募集し、宿泊地は地元の菊池市や、
観光地の阿蘇、天草などを選びました。まず男性・女性を分けて「事前セミナー」を実施し、結婚までに
必要な時間や出産の機会とリスク、同居や結婚後の仕事についても、後でもめるより事前に把握しておく
ことが必要だと説明します。お互いの気持ちを明確に伝えるようにレクチャーします。

その後、ご対面と自己紹介。昼食後には交流ゲームを行い「第１印象カード」を記入。旅館に移動し、
立食パーティーを開催します。希望者は企画会社のスタッフと「面談」をすることもできます。

２日目は、「第２印象カード」を提出しバスで観光。直売所でお土産などを購入し会場に戻って、「告白カー
ド」を書いてもらいます。集計し、すぐに告白タイムを設けます。

根気よく見守り、何度も参加してもらうことが大事です。「俺はこの人がいい」と言っていた人が「俺を
選んでいる人は誰ですか？」と積極的になっていきます。カップル成立がゴールではありません。私たち
事務局が、参加者の人生を背負う覚悟で運営に当たれば、参加者にもその熱量が届き真剣に結婚に向き合っ
てくれるはずです。ＪＡの力で、日本中に幸せのカップルをつくりましょう！

  パネルディスカッション
コーディネーター：株式会社農協観光 地域共創事業部 アライアンス事業課 梅澤 大助 課長代理　

パネリスト（一部敬称略）：全国農協青年組織協議会 洒井 雅博 会長　

さいたま農業協同組合 経営企画部組合員組織課 佐藤 賢一 課長　

ハイナン農業協同組合 営農経済部 藤田 健一郎 部長　

菊池地域農業協同組合 総務部企画広報課 永田 雅裕 課長　

梅澤：ご発表、ありがとうございました。それぞれ「本気度」「結婚後のＪＡとの関わり」「農業のファ
ンづくり」をテーマに実践内容を報告いただきました。
まず農業青年と結婚するメリットはどういうところだと思いますか。

洒井：農繁期であっても自分たちで時間をつくれること。家族と話す機会・時間が増え仕事と家庭の両立
がしやすいことだと思います。

梅澤：都青協の取り組みで、服を買い美容室や写真館へも行く、そのあたり参加者の反応はいかがです
か。

洒井：マイナス要素を消すのが大前提。服や髪型など外見が変身するだけで自信になり、参加者の意識改
革にもなっていると思います。

梅澤：アプリやＡＩマッチングが全盛の時代に、世話人のいる相談員制度の役割やメリットは何ですか。
佐藤：アプリなどでの婚活のトラブルを恐れているひともいる。安全で安心な身元が保証された人との出

会いを望まれています。地元に精通した親身に対応出来る結婚相談員を求めています。
梅澤：婚活でも農業振興、地域振興をＰＲしていく。そのあたりの参加者の感想はいかがですか。
藤田：温暖な地域＝住みやすさをアピールできる。移動バスの車窓からも、それは感じてもらえる。逆に

婚活スタッフの側から見ると収穫体験中はほとんど会話がない。もう少し工夫が必要かなと思いま
す。

梅澤：イベントの中で、成婚カップルへのインタビューがありましたが、どのような話しでしたか。
藤田：農業は大変だという正直な話をされていました。ただ、時間が自由になるので家族で旅行にも行け

るなどの良い面の話もたくさん聞けました。
梅澤：婚活での１泊のツアーは費用も高額で非常にハードルが高いのではないか。
永田：１泊２日の婚活ツアーは前の組合長からのトップダウンでした。理事からはもっと開催してはどう

かと言われるほど好評な婚活になっています。ただ、もっと成婚率は上げたいです。
梅澤：「参加者の人生を背負う覚悟」という言葉は心に残りました。婚活支援活動がＪＡと組合員とのつ

ながり強化やファンづくりにどうつながっていくのかを再確認させていただきました。本日はあり
がとうございました。
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令和６年９月１１～１２日、都市農村交流の先進的な取り組みを学
ぶ目的で、ＪＡ大井川管内を訪問し「都市農村交流活動先進地視察・
研修会」を実施しました。

１つ目の目的は「プレセカンドスクール」の視察で、２つ目の目的
はグリーンツーリズム体験。管内の農家民宿施設に宿泊しました。

■ プレセカンドスクールとは

　最初の目的は「プレセカンドスクール」受け
入れに同行させていただくことです。
　東京都武蔵野市では、普段の学校生活にはな
い、自然豊かな農山漁村に長期宿泊を行う教育
活動を「セカンドスクール」と呼び、小学５年
生と中学１年生を対象に取り組んでいます。そ
れを小学４年生を対象に短期宿泊体験で実施す
るのが「プレセカンドスクール」です。
　ＪＡ大井川では令和３年から武蔵野市立関前
南小学校を受け入れ、お茶の学習を軸に施設案
内などを通じて都会の子どもたちと交流してい
ます。
　この日は、小学生の子どもたちと大井川に架
かる世界一長い木造歩道橋「蓬莱橋」を一緒に
渡り、牧之原大茶園を見渡す「中條景昭像公
園」で、先生役のＪＡ職員からお茶の種類や栽
培などについて、クイズを交えた説明を受けま
した。
　「ＪＡ大井川茶業センター金谷工場」へ移動し、製茶の工程の説明
や、加工機械や保冷庫等を見学。香りの比較など、五感を使った体験
も好評でした。
　ここで小学生とは別れ、参加者は会議室でＪＡ大井川の森脇陽亮課
長補佐から、「ＪＡ大井川の都市農村交流事業について」の講義を受
けました。
　農泊は農家への負担が大きいことから、ＪＡ大井川は「大井川農泊
推進協議会」の事務局を県内の広告代理店へ移管しましたが、収穫体
験パッケージのネット販売や、農協観光と連携した「ＪＡ援農支援隊」、茶畑の景観が楽しめる場所貸し
など、農家負担の少ない仕組みで収益化を図っています。

■ グリーンツーリズム体験

　２つ目の目的はグリーンツーリズム体験です。管内榛原郡川根本町の農家民宿施設「花ねこ」と「天空
の宿」に宿泊。緑豊かな景色に癒され、採れたての地場産食材を使った郷土料理を堪能し、農家オーナー
と交流しました。農家民宿では農業や調理など、各種体験を組み込むことも可能です。
　翌日、お茶の歴史や文化を学べる「ふじのくに茶の都ミュージアム」と、ＪＡ大井川、島田市、大井川
鐵道、NEXCO中日本が共同で運営する緑茶・農業・観光の体験型フードパーク「KADODE OOIGAWA」を
訪れ、福本作治社長より、設立目的・概要を伺い、施設をご案内いただきました。
　茶葉、湯温、抽出時間の選択によって１６種から自分に適したお茶を体験し、レストラン棟の農家レス
トラン「Da Monde（ダモンデ）」で地場農産物をふんだんに使用した昼食を楽しみました。
　点在する観光スポットに加え、お茶産業を主体とした農泊エリアや交流拠点「KADODE OOIGAWA」など
魅力あふれる地域であることが実感できました。子どもたちを含め、どのように人を地域に流入させ活性
化、農家所得向上に繋げて行くのか、それもＪＡの大きな役割であると改めて感じました。

令和６年度 ＪＡ都市農村交流全国協議会  都市農村交流活動先進地視察・研修会Report
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